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(1) 民法 (債権関係) の改正に関する中間的な論点整理
(2) 民法 (債権関係) の改正に関する論点の検討(20)
(3) 民法 (債権関係) の改正に関する中間試案のたたき台(5)
















産大法学 50巻 3・4 号 (2017. 1)
117(567)
1．はじめに



























( 1 ) 閣法第 189 回国会 63 号。














(法律行為の効力) に基づく無効の主張、(新) 第五十七条 (詐












( 3 ) 民法改正研究会 (代表加藤雅信)『民法改正 国民・法曹・学界有志案――仮案の提
示』(日本評論社、2009 年) 225頁。
( 4 ) 民法 (債権法) 改正検討委員会編『詳解・債権法改正の基本方針Ⅴ――各種の契約
























( 5 ) この他にも、髙森八四郎教授により、「(1) 和解の規定は、いたずらに詳細化すること
は望ましくない。(2) しかし、ドイツ民法 779 条と同旨の、和解錯誤の規定は設けるべき
であろう。」との提案がなされている (髙森八四郎「和解契約の規定を詳細化する必要は
ないか」椿寿夫他編『民法改正を考える』(日本評論社、2008 年) 317頁)。(参照) ドイ

















(1) 民法 (債権関係) の改正に関する中間的な論点整理
【民法 (債権関係) の改正に関する中間的な論点整理】175頁
第 55 和解
1 和解の意義 (民法第 695 条)
和解の要件のうち当事者の互譲については、和解の中心的な効















2 和解の効力 (民法第 696 条)
(1) 和解と錯誤



































































(2) 民法 (債権関係) の改正に関する論点の検討 (20)
【部会資料 48】10頁
第 2 和解









法第 95 条) の規定によって和解の無効 (取消し) を主張するこ
とができない旨の規定を設けるという考え方があり得るが、どの
ように考えるか。
【部会資料 48】「民法 (債権関係) の改正に関する論点の検討 (20)」で
は、人身損害について和解の特則を設けるか、という問題が検討対象から
外されている。そして、これをもとに行われた部会第 59 回会議における
( 7 ) 部会第 18 回会議議事録 40頁〔山本(敬)発言〕も参照。
( 8 ) 鹿野幹事は、「その意思解釈においては、和解の文言のみならず、当該和解がどういう
状況のもとでされたのかを含めた諸事情が考慮されることになる」と指摘している (部会































( 9 ) 部会第 59 回会議議事録 40頁〔中井発言〕。
(10) 部会第 59 回会議議事録 41頁〔道垣内発言〕。また、「もし仮に実務的な観点から当事者
の互譲が要件とされているのですよ、そうしないと和解は成立しませんよというふうに説
明しているとすると、それはだましているのではないだろうかという気がするわけです。」
とも発言している (部会第 59 回会議議事録 41頁〔道垣内発言〕)。


























(13) 以上につき、部会第 59 回会議議事録 44〜47頁〔山本(敬)発言〕。












向 (上) (下)」NBL1024 号 15頁、1025 条 37頁 (2014 年) を参照。




は別の意味もあると考えるのかということではないか」と述べている (部会第 59 回会議
議事録 45頁〔山本(敬)発言〕)。
126 (576)








【部会資料 57】「民法 (債権関係) の改正に関する中間試案のたたき台
(5)」では、互譲要件の要否に関する問題と、書面の要否に関する問題が
検討対象から外された。














(17) 部会第 69 回会議議事録 7頁〔岡発言〕。
(18) 部会第 69 回会議議事録 8頁〔松本発言〕。その後、不実表示に関する規定は、多くの幹
事に惜しまれながら、【部会資料 83-1】「民法 (債権関係) の改正に関する要綱仮案 (案)」
において改正の対象から外される結果に至った (部会第 96 回会議議事録参照)。
127(577)
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(19) 部会第 59 回会議議事録 44〜47頁〔山本(敬)発言〕参照。
(20) 部会第 76 回会議に提出された意見書：山本敬三「民法 (債権関係) 部会資料 66A『民

































(21) 民法 (債権法) 改正検討委員会の【3.2.15.02】乙案はこの理解を前提としており、甲案
についてもこの旨を確認した規定と説明することができる (前掲注 (4)『詳解Ⅴ』 356頁)。


































(23) 部会第 59 回会議議事録 46頁〔山本(敬)発言〕参照。
(24) 部会第 59 回会議議事録 45頁〔山本(敬)発言〕参照。
(25) 部会第 59 回会議議事録 40〜43頁〔中井発言〕。
(26) 部会第 59 回会議議事録 48頁〔沖野発言〕。


































































(29) ただし、神田英明「和解契約の拘束力」法律論叢 66 巻 1=2 号 81頁 (1993 年)、同「和
解と錯誤の関係をめぐる条文改正に関する一考察」法律論叢 81 巻 6 号 181頁 (2009 年)、
同「和解の拘束力 (不可争効) ――和解の本質に適合する判例法の展開を無視してよいか

































































































































































































(35) 第 59 回会議における道垣内発言を参照 (部会第 59 回会議議事録 41頁、48頁)。
138 (588)
